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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の

設計方針に基づき，取水槽が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度及び支持機能を有し

ていることを確認するものである。 

取水槽に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地震応答解析により算定した

荷重を３次元構造解析モデルに作用させ，構造部材の健全性評価を行う。また，基礎地盤

の支持性能評価にあたっては，地震応答解析により基礎地盤に発生した接地圧について確

認する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

取水槽の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 取水槽の位置図 
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2.2 構造及び補強の概要 

取水槽の平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3～図 2－6 に，概略配筋図を図 2－7～図 2

－10 に示す。 

取水槽は，耐震重要施設及び常設重大事故等対処設備である原子炉補機冷却海水ポンプ

等を間接支持する支持機能，非常時における海水の通水機能，浸水防止のための止水機能

が要求される。 

取水槽は，地下２階構造となっており，上部は除じん機エリア，海水ポンプエリア及

びストレーナエリアの３エリアに分かれている。下部は水路となっており，除じん機エ

リアの下部は６連のボックスカルバート構造，海水ポンプエリアの下部は３連のボック

スカルバート構造となっている。また，上部は各エリアが隔壁により仕切られ，各エリ

アによって開口部の存在や中床版の設置レベルが異なる等の構造となっている。 

取水槽は，加振方向に平行に配置される妻壁や隔壁等の面部材を耐震部材として考慮す

る箱型構造物である。 

取水槽の耐震性を確保するため，耐震補強を実施する。補強計画図を図 2－11～図 2－17

に示す。土圧低減を目的として，埋戻土の地盤改良（図 2－11）を実施する。曲げ・軸力系

の破壊に対する補強として，気中部における妻壁の増厚補強（図 2－12）を実施する。ま

た，せん断破壊に対する補強として，後施工せん断補強工法（ポストヘッドバー工法，以

下「PHb 工法」という。）によるせん断補強（図 2－13～図 2－16）を実施する。併せて，波

及的影響を防止するため原子炉補機海水ポンプ棚（RSW ポンプ棚）の撤去（図 2－17）を実

施する。 
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図 2－2 取水槽平面図 

 

 

図 2－3 取水槽断面図(Ａ－Ａ断面)  

（単位:mm） 
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図 2－4 取水槽断面図(Ｂ－Ｂ断面)  

 

 

図 2－5 取水槽断面図(Ｃ－Ｃ断面) 

 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 2－6 取水槽断面図(Ｄ－Ｄ断面) 
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図 2－7 取水槽概略配筋図（Ａ－Ａ断面） 
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図 2－8 取水槽概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面） 
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図 2－9 取水槽概略配筋図（Ｃ－Ｃ断面）  
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位
:
m
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図 2－10 取水槽概略配筋図（Ｄ－Ｄ断面）  

（
単

位
:
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（平面図） 

 

 

（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

（Ｄ－Ｄ断面） 

図 2－11 地盤改良概要図  

地盤改良範囲 

地盤改良範囲 

地盤改良範囲 

地盤改良範囲 

（単位:mm） 
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（平面図） 

 

 

（Ｈ－Ｈ断面） 

 

 

（鳥瞰図） 

図 2－12 取水槽妻壁強概要図 
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■：PHb 工法適用箇所 

図 2－13 せん断補強計画図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

■：PHb 工法適用箇所 

図 2－14 せん断補強計画図（Ｂ－Ｂ断面） 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 



 

14 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
19
 R
0 

 

 

■：PHb 工法適用箇所 

図 2－15 せん断補強計画図（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－16 せん断補強計画図（Ｄ－Ｄ断面） 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 

■：PHb 工法適用箇所 

■：RSW ポンプ棚撤去箇所 

■：部材追加箇所 

■：PHb 工法適用及び部材追加箇所 
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（平面図） 

 

 

（Ｈ－Ｈ断面） 

図 2－17 RSW ポンプ棚撤去概要図  

RSW ポンプ棚撤去 

Ｈ 

RSW ポンプ棚撤去 
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2.3 評価方針 

取水槽は，設計基準対象施設においては，非常用取水設備及びＳクラス施設等の間接

支持構造物である屋外重要土木構造物に分類され，重大事故等対処施設においては，常

設重大事故緩和設備及び常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備

に分類される。また，常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）及び常設重大事故防止設

備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設に分類される。 

取水槽の耐震評価フローを図 2－18 に示す。 

取水槽の耐震評価は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」より得られた地震応答

解析の結果に基づき，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の評価として，表 2－

1 に示すとおり，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を有

することを確認し，これにより通水機能及びＳクラス施設等を支持する機能（支持機能

）を維持することができる。また，取水槽の一部は止水機能を損なわないことが要求さ

れるため，構造部材の止水機能に対する評価を併せて実施する。 

構造部材の健全性評価については，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」より得ら

れた水平方向及び鉛直方向の荷重を用い，非線形シェル要素による３次元静的材料非線

形解析（以下「３次元構造解析」という。）により応答値を算定し，Ⅵ-2-1-9「機能維持

の基本方針」に基づき，曲げ・軸力系の破壊については構造部材の照査用ひずみが許容

限界を下回ること，せん断破壊に対しては照査用せん断力及び照査用面内せん断ひずみ

が許容限界を下回ることを確認する。せん断破壊に対する補強として PHb 工法を用いる

場合には，構造部材に対して PHb 工法の適用条件を満たしていることを確認し，PHb 工

法を採用する。 

基礎地盤の支持性能評価においては，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」より得

られた基礎地盤の接地圧が，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づく許容限界を下回

ることを確認する。 

ここで，取水槽の運転時，設計基準事故時及び重大事故時の状態における荷重条件は

変わらず，評価は設計基準対象施設の評価結果に包括されることから，設計基準対象施

設の評価結果を用いた重大事故等対処施設の評価を行う。 
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図 2－18 取水槽の耐震評価フロー 

  

Ⅵ-2-2-18 

取水槽の地震応答計算書 

接地圧の算定 

３次元構造解析モデル 

及び諸元の設定 

評価終了 

照査時刻の選定 

地震時荷重の算定 

３次元構造解析 

構造部材の健全性評価 

許容限界の設定 

評価方針 

評価開始 

基礎地盤の支持性能評価 
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表 2－1 取水槽の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を 

有すること 

構造部材の 

健全性 

鉄筋コン 

クリート 

部材 

照査用ひずみ，照査

用せん断力及び照査

用面内せん断ひずみ

が許容限界を下回る

ことを確認 

曲げ・軸力 限界ひずみ＊ 

せん 

断力 

面外 せん断耐力＊ 

面内 
限界せん断 

ひずみ＊ 

基礎地盤の 

支持性能 

基礎地盤 発生する接地圧が許

容限界を下回ること

を確認 

岩盤の極限支持力度＊ 

ＭＭＲ ＭＭＲの支圧強度 

止水機能を 

損なわない 

こと 

構造部材の 

健全性 

鉄筋コン 

クリート 

部材 

照査用ひずみ，照査

用せん断力及び照査

用面内せん断ひずみ

が許容限界を下回る

ことを確認 

曲げ・軸力 限界ひずみ＊ 

せん 

断力 
面外 せん断耐力＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定） 

・コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017 年制定） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会， 

2005 年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 

・道路橋示方書・同解説[Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編]（日本道路協会，2002 年） 

・道路橋示方書・同解説[Ⅴ耐震設計編]（日本道路協会，2002 年） 

・建設技術審査証明報告書 後施工プレート定着型せん断補強鉄筋「Post-Head-bar」

（一般財団法人土木研究センター） 
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3. 耐震評価 

3.1 地震時荷重算出断面 

取水槽の地震時荷重算出断面位置を図 3－1 に示す。地震時荷重算出断面は，東西方

向では妻壁や隔壁の配置が異なることによる剛性差を考慮して，除じん機エリア（Ａ―

Ａ断面），海水ポンプエリア(Ｂ－Ｂ断面)及びストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）を通る

断面とし，南北方向ではＤ－Ｄ断面とする。地震時荷重算出用断面図を図 3－2～図 3－

5 に示す。 

なお，加振方向に平行に配置された耐震上見込むことができる面部材の配置から，南

北方向（Ｄ－Ｄ断面）が強軸方向となり，東西方向（Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面及びＣ－

Ｃ断面）が弱軸方向となることから，東西方向に対して３次元構造解析による耐震評価

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 取水槽の地震時荷重算出断面位置図 

 

 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

Ｃ Ａ Ｂ 

Ｄ 
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図 3－2 取水槽 地震時荷重算出用地質断面図（Ａ―Ａ断面） 

 

 

 

図 3－3 取水槽 地震時荷重算出用地質断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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図 3－4 取水槽 地震時荷重算出用地質断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

 

 

 

 

図 3－5 取水槽 地震時荷重算出用地質断面図（Ｄ－Ｄ断面） 
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3.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－1 に，材料の物性値を表 3－2 に示す。 

 

表 3－1 使用材料 

材料 仕様 

コンクリート 

底版，側壁，隔壁，妻壁＊， 

導流壁，中床版＊ 

設計基準強度 

23.5 N/mm2 

分離壁，控壁 
設計基準強度 

24.0 N/mm2 

鉄筋 SD345 

注記＊：妻壁及び中床版の一部の部材は，設計基準強度 24.0N/mm2 である。 

 

表 3－2 材料の物性値 

材料 
設計基準強度 

(N/mm2) 

ヤング係数

(N/mm2) 

単位体積重量

(kN/m3) 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 
23.5 2.475×104 24.0 

0.2 
24.0 2.500×104 24.0 
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3.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

3.3.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

（1） 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

構造強度を有することの確認における構造部材（鉄筋コンクリート）の曲げ・軸

力系の破壊に対する許容限界は，原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査

指針・マニュアル（土木学会原子力土木委員会，2005 年 6 月）（以下「土木学会マ

ニュアル」という。）に基づき，限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ 1.0%）と

する。 

曲げ・軸力系の破壊に対する限界状態については，「土木学会マニュアル」では

コンクリー卜の圧縮縁のかぶりが剥落しないこととされており，圧縮縁コンクリー

トひずみ 1.0%の状態は，かぶりコンクリートが剥落する前の状態であることが，屋

外重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験及び数値シミュレーション等

の結果より確認されている。この状態を限界値とすることで構造全体としての安定

性等が確保できるとして設定されたものである。 

各要求機能について，通水機能を有すること及びＳクラスの施設を支持する機能

を損なわないことの確認においては，部材が終局状態に至らないことを目標性能と

することから，限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ 1.0%）を許容限界とする。

止水機能を損なわないことの確認においては，コンクリート標準示方書[構造性能

照査編]（土木学会，2002 年制定）（以下「コンクリート標準示方書 2002」という。）

に基づき，コンクリートの圧縮ひずみ及び主筋ひずみについて，部材降伏に相当す

るひずみ（コンクリートの圧縮ひずみ 2000μ，主筋ひずみ 1725μ）とする。 

取水槽の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 取水槽の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

要求機能 許容限界 

構造強度を有すること 

限界ひずみ 

圧縮縁コンクリートひずみ 

1.0％（10000μ） 

通水機能を有すること 
圧縮縁コンクリートひずみ 

1.0％（10000μ） 

止水機能を損なわないこと 
圧縮ひずみ：2000μ 

主筋ひずみ：1725μ 

Ｓクラスの施設を支持する

機能を損なわないこと 

圧縮縁コンクリートひずみ 

1.0％（10000μ） 
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（2） せん断破壊に対する許容限界 

構造強度を有することの確認におけるせん断破壊に対する許容限界は，土木学会

マニュアルに基づくせん断耐力とする。 

せん断耐力は，「土木学会マニュアル」に基づき「a．棒部材式」を適用すること

とし，ディープビームとなる部材についても，「a．棒部材式」を用いることで安全

側の評価とする。 

PHb 工法を用いる構造部材については「b．PHb によりせん断補強された部材のせ

ん断耐力式」を用いる。 

各要求機能について，せん断破壊に対しては，通水機能，止水機能，支持機能の

いずれも終局状態に至らないことを目標性能とすることから，せん断耐力を許容限

界とする。 
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a．棒部材式 

Vyd = Vcd + Vsd 

ここで，Vyd ： せん断耐力 

    Vcd ： コンクリートが負担するせん断耐力 

    V𝑠𝑑 ： せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 

 

Vcd = 𝛽d ∙ 𝛽p ∙ 𝛽n ∙ 𝛽a ∙ fvcd ∙ bw ∙ d∕𝛾bc 

 

f𝑣𝑐𝑑 = 0.203√f'cd ただし，f𝑣𝑐𝑑 > 0.72(N∕mm2)となる場合は f𝑣𝑐𝑑 = 0.72(N ∕ mm2) 

𝛽d = √1∕d
4

 (d[m]) ただし，𝛽d > 1.5 となる場合は𝛽d = 1.5 

𝛽p = √100𝑝𝑣
3    ただし，𝛽𝑝 > 1.5 となる場合は𝛽p = 1.5 

𝛽n = 1+2M0 ∕ M𝑢𝑑 (Nd ≥ 0) ただし，𝛽𝑛 > 2.0 となる場合は𝛽𝑛 = 2.0 

  = 1 + 4M0 M𝑢𝑑⁄  (Nd < 0) ただし，𝛽𝑛 < 0 となる場合は𝛽𝑛 = 0 

 𝛽a = 1 

 

ここで， 

f'𝑐𝑑 ：コンクリート圧縮強度の設計用値(N∕mm2)で設計基準強度f'𝑐kを材料係数 

𝛾mcで除したもの 

P𝑣 ：引張鉄筋比 𝑝𝑣 = A𝑠 ∕ (b𝑤 ∙ 𝑑) 

As ：引張側鋼材の断面積 

𝑏𝑤 ：部材の有効幅 

𝑑  ：部材の有効高さ 

N'𝑑 ：設計軸圧縮力 

M𝑢𝑑 ：軸方向力を考慮しない純曲げ耐力 

M0 ：M𝑑に対する引張縁において，軸方向力によって発生する応力を打ち消す 

のに必要なモーメント（デコンプレッションモーメント）M0 = N'𝑑 ∙ D∕6 

D  ：断面高さ 

a∕d ：せん断スパン比 

𝛾bc ：部材係数 

𝛾mc ：材料係数 
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V𝑠𝑑 = {A𝑤・f𝑤𝑦𝑑・(sin 𝛼 + cos 𝛼) ∕ s }・z∕𝛾bs 

 

ここで， 

A𝑤 ：区間 s におけるせん断補強筋の総断面積 

f𝑤𝑦𝑑 ：せん断補強筋の降伏強度の材料係数𝛾msで除したもので，400N/mm2以下と 

する。ただし，コンクリートの圧縮強度の特性値 f′𝑐𝑘が 60N/mm2以上の時 

は，800N/mm2以下としてよい。 

𝛼 ：せん断補強筋と部材軸のなす角度 

s ：せん断補強筋の配置間隔 

𝑧 ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で，d∕1.15とする。 

𝛾bs ：部材係数 

𝛾ms ：材料係数 
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b．PHb によりせん断補強された部材のせん断耐力式 

取水槽において後施工せん断補強（ポストヘッドバー（PHb））を配置した構造

部材のせん断耐力については，建設技術審査証明報告書 技術名称 後施工プレー

ト定着型せん断補強鉄筋「Post－Head－bar」（一般財団法人土木研究センター）

に示されている以下の設計式により求める。 

      

V𝑝𝑦𝑑 = 𝑉𝑐𝑑 + V𝑠𝑑 + V𝑝ℎ𝑏 

V𝑝ℎ𝑏 = 𝛽aw ∙ Vawd = 𝛽aw・{Aaw ∙ 𝑓𝑎𝑤𝑦𝑑(𝑠𝑖𝑛 𝛼𝑎𝑤 + 𝑐𝑜𝑠 𝛼𝑎𝑤) Saw⁄ }・z∕𝛾𝑏 

𝛽aw = 1 − 𝐼𝑦  {2 ∙ (𝑑 − 𝑑`)}  ただし，𝛽aw ≤ 0.9 

 

ここで， 

V𝑐𝑑 ：せん断補強鋼材を用いない RC 部材の単位長さあたりのせん断耐力 

V𝑠𝑑 ：既存のせん断補強鋼材により受け持たれる壁部材の単位幅あたりの 

せん断耐力 

𝑉𝑝ℎ𝑏 ：PHb により受け持たれる RC 部材の単位長さあたりのせん断耐力 

V𝑎𝑤𝑑 ：PHb を通常のスターラップと見なして求められる単位長さあたりの 

せん断耐力 

𝛽𝑎𝑤 ：PHb のせん断耐力の向上への有効性を示す係数 

A𝑎𝑤 ：単位長さ当たりの区間Sawにおける PHb の総断面積 

f𝑎𝑤𝑦𝑑 ：PHb の設計降伏強度で 400N/mm2以下とする。 

αaw ：PHb が部材軸となす角度 

S𝑎𝑤 ：PHb の配置間隔 

𝑧  ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で一般に 

d∕1.15としてよい。 

𝛾b ：部材係数（一般に 1.10 としてよい） 

I𝑦 ：PHb の埋込側に必要な定着長 

d-d' ：補強対象部材の圧縮鉄筋と引張鉄筋の間隔（d-d'≧I𝑦） 
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PHb が負担するせん断耐力は，先端型定着体の定着長が 3.5D～5.5D であること

から，通常のせん断鉄筋に比べ補強効率が低下する。PHb が負担するせん断耐力は

同定着長と補強対象部材の主鉄筋間隔から算出される有効率βａｗを通常のせん断

補強鉄筋の負担分に乗じることにより考慮されている。図 3－6 に有効率算定にお

ける概念図を示す。 

 

 

 

図 3－6 ポストヘッドバー（PHb）の有効率算定の概念図 
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（3） 壁部材の面内せん断に対する許容限界 

壁部材の面内せん断に対する許容限界は，面内せん断ひずみ 2000μ（2/1000）を

許容限界とする。原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電

気協会）において，限界せん断ひずみ 2000μ（2/1000）は，耐震壁の終局耐力に相

当する面内せん断ひずみ 4000μ（4/1000）に余裕を見込んだ許容限界として規定さ

れている。 
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3.3.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

（1） 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき，地盤の一部にＣＬ級岩盤が分布することから，ＣＬ級岩盤の

極限支持力度とする。基礎地盤の許容限界を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＬ級岩盤 3.9 

 

（2） ＭＭＲ 

マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）に発生する接地圧に対する許容限

界は，「コンクリート標準示方書 2002」に基づき，コンクリートの支圧強度とする。

ＭＭＲの接地圧に対する許容限界を表 3－5 に示す。 

 

表 3－5 ＭＭＲの支持性能に対する許容限界 

評価項目 ＭＭＲ 
許容限界 

（N/mm2） 

支圧強度 
コンクリート 

（f’ck=18.0(N/mm2)） 
f’ck=18.0 
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3.4 評価方法 

3.4.1 構造部材の健全性評価 

取水槽は，加振方向に平行に配置される面部材（妻壁や隔壁）を有する箱形構造

物であり，Ｓクラスの施設を支持する機能（支持機能）及び止水機能が要求される

ことから，非線形シェル要素を用いた３次元構造解析により実施する。３次元構造

解析には，解析コード「FINAS/STAR」を用いる。なお，解析コードの検証及び妥当

性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示

す。 

３次元構造解析への入力荷重は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」に基づく

地震応答解析において，取水槽の耐震評価に支配的な荷重が最大となる時刻を選定

し，当該時刻における地震時応答から設定する。 

Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」に基づく地震応答解析により算定した地

震時荷重（地震時増分土圧及び慣性力）を用いて，３次元構造解析により算定した

照査用応答値が，「3.3 許容限界」において設定した許容限界を下回ることを確

認する。 

 

（1） 解析モデル 

材料の非線形特性を考慮した非線形シェル要素でモデル化する。３次元構造解析

モデルを図 3－7 及び図 3－8 に示す。 

非線形シェル要素は，部材高さ方向に平面要素を重ね合わせて構成する。図 3－

9 に非線形シェル要素の概念図を示す。主筋の位置が層の中心となるよう上側，下

側に鉄筋コンクリートの層を設定し，鉄筋コンクリート層を除く範囲は，無筋コン

クリート層としてモデル化する。鉄筋コンクリート層の厚さは，「土木学会マニュ

アル」に示される一般的な分割方法に従い，かぶり厚さの 2 倍とする。各要素の鉄

筋部分は，鉄筋の軸方向剛性のみを有する鉄筋層としてモデル化する。構造部材（鉄

筋コンクリート）の非線形特性を図 3－10 及び図 3－11 に示す。 

部材接合部の隅角部には剛域を設ける。剛域設定範囲の考え方を図 3－12に示す。

剛域は，「コンクリート標準示方書 2002」に基づき，底版等部材厚が厚い部材に剛

域を設定することとし，本解析モデルでは 1.9m 以上の部材を対象とする。 

周辺地盤と接する構造物の境界には，地盤ばねを設定する。常時解析において，

支持地盤に設定する地盤ばねは基礎地盤に対する静的な載荷状態を想定して定義

されている道路橋示方書・同解説[Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編]（日本道路協会，2002

年）に基づき設定する。地震時解析において，支持地盤及び側方地盤に設定する地

盤ばねは地盤と構造物間の剥離を考慮できる非線形ばねでモデル化し，道路橋示方

書・同解説[Ⅴ耐震設計編]（日本道路協会，2002 年）に基づき設定する。1 方向載

荷時には，載荷方向と平行な壁に地盤ばねを設定する。  
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図 3－7 ３次元構造解析モデル（鳥瞰図） 

 

 

図 3－8 ３次元構造解析モデル（鳥瞰図，西側壁なし） 
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図 3－9 非線形シェル要素の概念図 

 

 

図 3－10 構造部材の非線形特性（コンクリートの応力－ひずみ関係） 

（コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017 年制定）より引用） 

 

第2層

第3層

第4層

第5層

コンクリートと鉄筋の複合要素

RC層

RC層

PL層

 主筋と配力筋のかぶり
厚の最小かぶり厚×2

 主筋と配力筋のかぶり
厚の最小かぶり厚×2

（板厚-第1層-第6層）/4

第1層
コンクリートと鉄筋の複合要素

コンクリート要素

コンクリート要素

コンクリート要素

コンクリート要素

第6層

板厚中心
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図 3－11 構造部材の非線形特性（鉄筋の応力－ひずみ関係） 

（「コンクリート標準示方書 2002」より引用） 

 

 

図 3－12 剛域の設定 

（「コンクリート標準示方書 2002」より引用） 
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（2） 照査時刻 

構造部材の健全性評価において，照査時刻は構造的特徴を踏まえ，損傷モードご

と及び部材ごとに評価が厳しくなる時刻を地震応答解析の結果から複数選定する。

照査時刻の選定の考え方を表 3－6 に示す。 

なお，せん断破壊に対する照査値最大時の作用荷重分布図を図 3－13～図 3－18

に示す。 

  



 

37 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
19
 R
0 

表 3－6 照査時刻の考え方 

  

照査
時刻

損傷
モード

荷重抽出時刻 抽出する応答値

時刻１
曲げ・軸力系

の破壊
壁

（面外）

下部構造における
頂底版間の層間変
位が最大となる時

刻

中部２節点，下部
２節点の応答変位
を用いて回転成分
を除去した層間変

位

時刻２

時刻３

時刻４
せん断破壊
（面外）

壁
（面外）

総水平荷重が最大
となる時刻

底面地盤せん断応
力の積算値

時刻５

時刻６

時刻７
せん断破壊
（面内）

壁
（面内）

面部材の層間変位
が最大となる時刻

上部２節点，中部
２節点の応答変位
を用いて回転成分
を除去した層間変

位

時刻８

時刻９

着目部位

上部構造における
各側壁の転倒曲げ
モーメントが最大

となる時刻

上部構造における
各側壁の水平荷重
が最大となる時刻

上部構造における
各側壁の上部荷重
が最大となる時刻

(上部構造に隣接す
る側面地盤水平土
圧+上部構造側壁の
慣性力)×上部構造
のアーム長の積算

値

上部構造に隣接す
る側面地盤水平土
圧と上部構造側壁
の慣性力の積算値

上部構造に隣接す
る側面地盤の上半
分の水平土圧と側
壁の慣性力の積算

値

曲げ・軸力系
の破壊及び
せん断破壊
（面外）

せん断破壊
（面外）

曲げ・軸力系
の破壊

壁
（面外）

壁
（面外）

壁
（面外）
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図中の矢印は荷重の作用方向を示す 

 

図 3－13 作用荷重分布図（直応力及びせん断応力） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），Ａ－Ａ断面） 
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（水平） 

 

 

（鉛直） 

 

 

図 3－14 作用荷重分布図（加速度） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），Ａ－Ａ断面） 
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図中の矢印は荷重の作用方向を示す 

 

図 3－15 作用荷重分布図（直応力及びせん断応力） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），Ｂ－Ｂ断面） 
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（鉛直） 

 

 

図 3－16 作用荷重分布図（加速度） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），Ｂ－Ｂ断面） 
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図 3－17 作用荷重分布図（直応力及びせん断応力） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），Ｃ－Ｃ断面） 
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（鉛直） 

 

 

図 3－18 作用荷重分布図（加速度） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋），Ｃ－Ｃ断面） 
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（3） 入力荷重 

３次元構造解析の入力荷重は，設計値及びⅥ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」

より得られた地震応答解析に基づく「(2) 照査時刻」で選定した照査時刻におけ

る応答値を用いて算定する。地震時荷重は地震応答解析から抽出した荷重を各エリ

ア奥行方向に一様に載荷する。入力荷重の一覧を表 3－7 に示す。 

 

表 3－7 ３次元構造解析における入力荷重 

区分 種別 考慮する荷重 

常時 

荷重 

固定荷重 
躯体自重，機器・配管系荷重，浸水防止

設備荷重及び防護対策設備荷重 

積載荷重 躯体に作用する積載荷重 

常時土圧 躯体側面に作用する常時土圧 

常時水圧（内水） 躯体に作用する常時水圧 

常時水圧（外水） 躯体に作用する常時水圧 

地震時 

荷重 

慣性力 
躯体，機器・配管，浸水防止設備及び防

護対策設備に作用する慣性力 

地震時増分土圧 躯体側面に作用する地震時増分土圧 

地震時水圧増分（内水） 躯体に作用する地震時水圧増分 

地震時水圧増分（外水） 躯体に作用する地震時水圧増分 

 

 

3.4.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価においては，構造部材を支持する基礎地盤に発生する接

地圧が許容限界を下回ることを確認する。 
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4. 構造部材の地震時応答 

３次元構造解析に基づく各構造部材の地震時応答結果を示す。各部材位置を図 4－1 に，

各部材の要素座標系を図 4－2 に，シェル要素における各要素の断面力の方向を図 4－3 に

示す。 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査のうち，各部材のコンクリートの圧縮縁ひずみ，コン

クリートの圧縮ひずみ及び主筋のひずみに対して最大照査値となる評価時刻でのひずみ

分布を図 4－4～図 4－6 に，せん断破壊に対して最大照査値となる評価時刻での断面力分

布を図 4－7～図 4－12 に示す。 
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図 4－1 評価部位の位置＊ 

注記＊：部材位置を説明するための図であり，解析モデルとは異なる。  
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図 4－2（1） 各部材の要素座標系 

  

黒（Ｘ，Ｙ，Ｚ）：全体座標系を示す 

赤（ｘ，ｙ）：要素座標系を示す 
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図 4－2（2） 各部材の要素座標系 

  

黒（Ｙ，Ｚ）：全体座標系を示す 

赤（ｘ，ｙ）：要素座標系を示す 
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黒（Ｘ，Ｚ）：全体座標系を示す 

赤（ｘ，ｙ）：要素座標系を示す 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2（3） 各部材の要素座標系 
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図 4－3 シェル要素における断面力の方向 

 

 

  

Ｍｘ，Ｍｙ：曲げモーメント 

Ｑｘ，Ｑｙ：せん断力 

Ｎｘ，Ｎｙ：軸力 

Ｎｘｙ：面内せん断力 
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                底版                  中床版①～③ 

 

 

     

              導流壁①                   導流壁② 

 

図 4－4（1） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 6610μ 
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               導流壁③       導流壁④       導流壁⑤ 

 

 

         

          分離壁①    分離壁②    分離壁③   分離壁④   分離壁⑤ 

 

 

             

                 控壁①   控壁②   控壁③   控壁④  控壁⑤ 

 

図 4－4（2） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 
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                隔壁①                隔壁② 

 

 

   

                 隔壁③               隔壁④ 

 

 

 

隔壁⑤ 

 

 

 

 

図 4－4（3） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 
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             側壁①                 側壁② 

 

 

             

                底版                  中床版①～③ 

 

 

     

              導流壁①                   導流壁② 

 

図 4－5（1） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮ひずみ) 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 

1557μ 
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図 4－5（2） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮ひずみ) 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 
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                 隔壁③               隔壁④ 

 

 

 

隔壁⑤ 

 

図 4－5（3） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図 

（コンクリートの圧縮ひずみ） 

（側壁，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 
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             側壁①                 側壁② 

 

 

           

                底版                  中床版①～③ 

 

 

     

              導流壁①                   導流壁② 

 

図 4－6（1） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図（鉄筋） 

（側壁，解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（μ） 

1364μ 
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図 4－6（2） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図（鉄筋） 

（側壁，解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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隔壁⑤ 

 

 

図 4－6（3） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時のひずみ分布図（鉄筋） 

（側壁，解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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              導流壁①                   導流壁② 

 

図 4－7（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m）：Ｍｘ） 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（kN・m/m） 
245kN・m/m 
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図 4－7（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－7（3） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－8（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋））  

-97kN・m/m 



 

64 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
19
 R
0 

 

     

               導流壁③       導流壁④       導流壁⑤ 

 

 

         

            分離壁①   分離壁②   分離壁③   分離壁④   分離壁⑤ 

 

 

            

控壁①   控壁②   控壁③   控壁④   控壁⑤ 

 

図 4－8（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－8（3） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(曲げモーメント（kN・m）：Ｍｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（kN・m/m） 
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図 4－9（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－9（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（kN・m/m） 
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図 4－9（3） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－10（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

-1156kN/m （kN・m/m） 
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図 4－10（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 4－10（3） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(軸力（kN/m）：Ｎｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（kN・m/m） 
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図 4－11（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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            分離壁①   分離壁②   分離壁③   分離壁④   分離壁⑤ 

 

 

         

控壁①   控壁②   控壁③   控壁④   控壁⑤ 

 

図 4－11（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（kN・m/m） 
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                妻壁①                  妻壁② 

 

 

   

                隔壁①                隔壁② 

 

 

   

                 隔壁③               隔壁④ 

 

 

 

隔壁⑤ 

 

 

 

 

図 4－11（3） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｘ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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              側壁①                  側壁② 

 

 

           

                底版                 中床版①～③ 

 

 

     

               導流壁①                 導流壁② 

 

図 4－12（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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控壁①   控壁②   控壁③   控壁④   控壁⑤ 

 

図 4－12（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（kN・m/m） 
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                妻壁①                  妻壁② 

 

 

   

                隔壁①                  隔壁② 

 

 

   

                隔壁③                  隔壁④ 

 

 

  

隔壁⑤ 

 

 

 

図 4－12（3） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力分布図 

(せん断力（kN/m）：Ｑｙ) 

（側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

（kN・m/m） 
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5. 耐震評価結果 

5.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

鉄筋コンクリート部材の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 5－1 に，せん

断破壊に対する各評価位置での最大照査値を表 5－2 に，各壁部材の面内せん断に対す

る照査値を表 5－3 に示す。 

取水槽の照査用ひずみ（コンクリートの圧縮縁ひずみ），照査用せん断力及び壁部材

の照査用面内せん断ひずみが，構造部材の健全性に対する許容限界を下回ることを確認

した。 

 

表 5－1 曲げ・軸力系の破壊に対する照査（コンクリートの圧縮縁ひずみ） 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

ひずみ＊2 

εｄ 

限界 

ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

底版 1 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 968μ 10000μ 0.10 

中床版 16 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 3117μ 10000μ 0.32 

側壁 44 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 7932μ 10000μ 0.80 

隔壁 136 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1132μ 10000μ 0.12 

導流壁 62 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 2129μ 10000μ 0.22 

妻壁 91 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1091μ 10000μ 0.11 

分離壁 67 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 183μ 10000μ 0.02 

控壁 71 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 420μ 10000μ 0.05 

注記＊1：評価位置は図 5－1 に示す。 

  ＊2：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ 
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表 5－2 せん断破壊に対する照査 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

せん断力＊2 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断 

耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

底版 1 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1244 1828 0.69 

中床版 21 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 164 174 0.94 

側壁 41 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 766 807 0.95 

隔壁 141 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 344 360 0.94 

導流壁 62 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1028 1272 0.81 

妻壁 92 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 985 2145 0.46 

分離壁 68 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 317 1033 0.31 

控壁 75 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 302 689 0.44 

注記＊1：評価位置は図 5－1 に示す。 

  ＊2：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γａ 
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【底版，中床版】 

 

図 5－1（1） 評価位置図（曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊） 
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【側壁，導流壁，分離壁，控壁】 

 

図 5－1（2） 評価位置図（曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊） 
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【隔壁，妻壁】 

 

図 5－1（3） 評価位置図（曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊） 
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表 5－3 壁部材の面内せん断に対する照査 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

面内せん断

ひずみ＊2 

εｄ 

限界せん断 

ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

底版 － － － － － － 

中床版 － － － － － － 

側壁 － － － － － － 

隔壁 106 ① Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1500μ 2000μ 0.75 

導流壁 － － － － － － 

妻壁 81 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1782μ 2000μ 0.90 

分離壁 － － － － － － 

控壁 － － － － － － 

 注記＊1：評価位置は図 5－2 に示す。 

   ＊2：照査用面内せん断ひずみ＝発生する面内せん断ひずみ×構造解析係数γａ 

 

 

    

図 5－2 評価位置図（壁部材の面内せん断） 

（左：平面図，右：断面図） 
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5.2 各要求機能に対する評価結果 

5.2.1 通水機能及びＳクラスの施設等を支持する機能 

「5.1 構造部材の健全性を評価結果」において，取水槽の照査用ひずみ（コン

クリートの圧縮縁ひずみ），照査用せん断力及び壁部材の照査用面内せん断ひずみ

が，構造部材の健全性に対する許容限界を下回ることを確認することにより，通水

機能及びＳクラスの施設等を支持する機能に対する許容限界を下回ることを確認

した。 

 

5.2.2 止水機能 

鉄筋コンクリート部材の曲げ・軸力系の破壊に対する各評価位置での最大照査値

を表 5－4 及び表 5－5 に，せん断破壊に対する各評価位置での最大照査値を表 5－

6 に示す。 

取水槽の照査用ひずみ(コンクリートの圧縮ひずみ及び主筋ひずみ)が,止水機能

に対する許容限界を下回ることを確認した。 

 

表 5－4 曲げ・軸力系の破壊に対する照査(コンクリートの圧縮ひずみ) 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

ひずみ＊2 

εｄ 

限界 

ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

底版 － － － － － － 

中床版 31 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1613μ 2000μ 0.81 

側壁 43 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1868μ 2000μ 0.94 

隔壁 136 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1132μ 2000μ 0.57 

導流壁 － － － － － － 

妻壁 － － － － － － 

分離壁 67 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 183μ 2000μ 0.10 

控壁 － － － － － － 

 注記＊1：評価位置は図 5－1 に示す。 

   ＊2：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ 

  



 

85 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
2-
19
 R
0 

表 5－5 曲げ・軸力系の破壊に対する照査(主筋ひずみ)  

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

ひずみ＊2 

εｄ 

限界 

ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ／εＲ 

底版 － － － － － － 

中床版 28 ② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1624μ 1725μ 0.95 

側壁 43 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1637μ 1725μ 0.95 

隔壁 126 ④ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 1556μ 1725μ 0.91 

導流壁 － － － － － － 

妻壁 － － － － － － 

分離壁 68 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 264μ 1725μ 0.16 

控壁 － － － － － － 

注記＊1：評価位置は図 5－1 に示す。 

   ＊2：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ 

 

表 5－6 せん断破壊に対する照査 

評価位置＊1,＊ 2 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

せん断力＊3 

Ｖｄ(kN/m) 

せん断 

耐力 

Ｖｙｄ(kN/m) 

照査値 

Ｖｄ／Ｖｙｄ 

底版 － － － － － － 

中床版 29 ① Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1550 1667 0.93 

側壁 53 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 848 902 0.94 

隔壁 141 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 344 366 0.94 

導流壁 － － － － － － 

妻壁 － － － － － － 

分離壁 68 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 317 1033 0.31 

控壁 － － － － － － 

注記＊1：評価位置は図 5－1 に示す。 

  ＊2：止水機能が要求される部材の範囲は図 5－3 に示す。 

  ＊3：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γａ 
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図 5－3 止水機能が要求される部材の範囲(上:壁部，下:床部)  
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5.3 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

5.3.1 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 5－7 に示す。また，最大接地圧分布

図を図 5－4～図 5－6 に示す。 

取水槽の基礎地盤に発生する最大接地圧が，極限支持力度を下回ることを確認し

た。 

 

表 5－7 基礎地盤の支持性能照査結果 

断面 
解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Rd(N/mm2) 

極限支持力度 

Ru(N/mm2) 

照査値 

Rd/Ru 

除じん機エリア 

（Ａ－Ａ断面） 
① 

Ｓｓ－Ｆ１ 

（＋＋） 
0.96 3.9 0.25 

海水ポンプエリア 

（Ｂ－Ｂ断面） 
④ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
0.95 3.9 0.25 

ストレーナエリア 

（Ｃ－Ｃ断面） 
⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
0.59 3.9 0.16 

 

 

図 5－4 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｆ１（＋＋）） 
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図 5－5 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 

 

図 5－6 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ｃ－Ｃ断面，解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 
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5.3.2 ＭＭＲ 

ＭＭＲの支持性能に対する照査結果を表 5－8 に示す。また，最大接地圧分布図

を図 5－7 に示す。 

取水槽のＭＭＲに発生する最大接地圧が，支圧強度を下回ることを確認した。 

 

表 5－8 基礎地盤の支持性能照査結果 

断面 
解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Rd(N/mm2) 

支圧強度 

f'ck(N/mm2) 

照査値 

f'ck/Ru 

ストレーナエリア 

（Ｃ－Ｃ断面） 
⑤ 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
0.96 15.6 0.06 

 

 

図 5－7 ＭＭＲの最大接地圧分布図 

（解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋），Ｃ－Ｃ断面） 
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